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1．はじめに
人々が文化的活動によって生み出した文化的

所産である文化財は，音楽・工芸・伝統技術など
といった無形の文化財と，美術工芸品・建造物な
どといった有形の文化財がある。有形文化財の
保存は，歴史上，芸術上，学術上価値の高い「形
あるモノ」の状態を出来る限りそのままで永く残
し，後世に伝えていくことが命題となる。有形文
化財の保存において大きな劣化因子となるものに
は，気象要素（気温，湿度，日照，降雨など）や
生物群集（植物，動物，微生物），地震や津波や
火山噴火などの自然災害といった自然現象があ
る。そして，これらの劣化因子の影響を緩和す
るために文化財の公開保存施設が建てられてい
る。自然現象の他には公開・活用といった人間活

動によっても文化財に様々な劣化因子が与えられ
ることになるが，これらを緩和することも公開保
存施設の大きな役割になっている。保存と公開活
用は，相反する側面があるため両者が適切なバラ
ンスで最適化される必要がある。近年では公開活
用が取り分けて盛んに推進されているため，公開
保存施設が果たすべき保存の機能はさらに重要に
なってくると考えられる（図1）。

本稿では有形文化財の保存に大きな影響を与
える光，温湿度，汚染空気といった劣化因子と同
様に時として重大な価値の損失を与える生物によ
る文化財の劣化について触れたい。文化財を劣化
する生物には動植物をはじめ微生物まで含まれて
いるが，ここでは目に見えないことが予防的保存
をより困難にさせているカビについて概説する。

図1　文化財公開保存施設の役割

文化財IPMとカビの制御
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2．カビによる文化財の劣化
カビは有機物を栄養源として生きている従属

栄養生物であり，地球の物質循環においては分解
者としての役割を果たしている。文化財の構成材
料が有機物であれば，その分解性に難易はあるも
のの，殆どの構成材料や修復材料がカビに栄養源
として利用され分解を受ける。被害事例が頻繁に
見受けられる構成材料は，紙，木材，絹，毛，皮
革などである。カビによる被害には構成材料を直
接分解して消失させるものや色素などを生産して
汚損させるものや表面に生残しているだけのもの
など様態は様々である。一般的には，カビの分解
によって構成材料が消失してしまうほどの劣化を
受けた場合には修復を行っても元に戻すことは出
来ないが，表面に付着しているだけの場合であれ
ば修復によって除去することが出来る。この違い
はカビの種類と被害の進行具合によって分かれる
ため，害虫による生物被害と同様にカビによる被
害も早期発見・早期対処が望ましい。

3．生物被害の予防と文化財IPM
文化財がカビによって不可逆的な劣化を受け

ると，その文化財が本物として持っていた真正性
と完全性が損なわれてしまうことになる。さら
に，カビの処理やその後の保存環境改善に多大な
る時間と費用と労力を割かなければならなくな
る。また，公開保存施設において保存を担う担当
者だけでなく組織全体も文化財を適切に保存する
ことが出来なかったことで社会的な信用を損なう
ことがあるかも知れない。このようなことを鑑み
ると，文化財のカビ被害対策は，早期発見・早期
対処よりもさらに一歩進んで，カビが発生しな
い保存管理体制を構築し，被害を未然に防ぐ「予
防」の考え方が重要となる。この予防原則に基づ
いた管理体制は，かつて広く行われていたエキボ
ン（臭化メチルと酸化エチレンの混合ガス）によ
る定期的なガス燻蒸処理によってある程度達成さ
れていたとする見方も出来る。定期的なガス燻蒸
によって，もしそこにカビが存在していたとして
も，定期的に死滅させるため大規模な被害を未然
に防ぐ「予防」としての効果も有していたと言え
る。しかし，臭化メチルがオゾン層破壊物質であ

るために，2004年には臭化メチル生産・使用の
全廃という決定がなされ，臭化メチルの代替品へ
の転換（酸化エチレンや酸化プロピレン）に加え，
保存管理体制そのものの代替法が模索され，文化
財IPMという考え方が提唱されることとなった。
三浦氏（2012）の提唱では，文化財IPMとは「博
物館等の建物において考えられる，有効で適切な
技術を合理的に組み合わせて使用し，展示室，収
蔵庫，書庫などの資料のある場所では，害虫がい
ないこと，カビによる目に見える被害の無いこと
を目指して，建物内の有害生物を制御し，その水
準を維持すること」とある。しかし，文化財IPM
は保存管理体制の概念を示すものであって，定期
的な臭化メチル燻蒸のような具体的な作業を示す
ものではないため，現場ではいくつかの誤解の声
を耳にすることも少なくない。例えば，収蔵庫内
のカビ被害が大規模になり制御が困難な状況に
なってしまったが，文化財IPMを取り入れてい
るのでガス燻蒸はしない，といった事例である。
カビ被害の規模によっては，ガス燻蒸によって一
旦被害をリセットするというのも文化財IPMに
おける「有効で適切な方法を合理的に組み合わせ
て使用する」方法のひとつではないかと考えられ
る。カビの発生が全くないのにもかかわらず定
期的にガス燻蒸をすることは文化財IPMにおけ
る「合理的な対策」では無いといえるだろう。他
には，定期的なガス燻蒸を止めて文化財IPMを
取り入れて，有害生物のモニタリング調査を開始
したが，徐々に有害生物が増加し始めて，結局定
期的なガス燻蒸を再開することになってしまった
という事例も耳にする。モニタリング調査は，有
効で適切な防除対策を講じるために行うものであ
り，調査自体が文化財IPMの主目的ではない。

4．文化財IPMの実践
それでは，文化財IPMの概念を実践に落とし

込むと，どのようなスキームが考えられるであろ
うか。筆者らが考えているスキームを一例として
紹介したい。まずは具体的な作業を，「調査」，「記
録」，「評価」，「計画」，「物理的防除対策」，「生
物的防除対策」，「化学的防除対策」の7項目に分
けて上記の順に実施していくというものである。

文化財IPMとカビの制御
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まずは調査によって現状を把
握し，その調査結果を記録し，
データをもとに施設内の有害
生物の生息状況を把握する。
そして，これら一連のモニタ
リング結果をもとに，まずは
最も状態の悪い箇所や最も重
要な箇所を中心に防除計画を
立てる。防除計画は，有害生
物を物理的に遮断する「物理
的対策」，有害生物の栄養源な
どを除去する「生物的防除対
策」，薬剤による有害生物の忌
避処理や殺虫殺菌処理をする

「化学的防除」に分けて，それ
ぞれの状況に応じて有効で適
切な防除対策を選択する，という流れである。防
除対策を行った後は，再び調査に戻り，その対策
が有効であったかも含めて評価を行い，再度対策
を講じていく。このサイクルを繰り返し継続する
ことで建物内の有害生物を制御し，その水準を維
持・向上させることを目指している。保存環境は
施設ごとに異なり，経年変化していくためそれに
応じて現状を正確に把握し，状況に合わせて有効

で適切な予防的処置を選択し，実践し続けていく
ことが文化財IPMにおいて最も重要な取り組み
であるといえる（図2）。

5．カビの調査
現在，公開保存施設で行われているカビ調査の

代表的なものを3つ挙げると，浮遊菌測定，落下
菌測定，付着菌測定がある（図3）。浮遊菌測定

図2　文化財IPMの実践 

図3　微生物調査の種類

文化財の虫菌害78号（2019年12月）
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は，一定量の空気を吸引してその空気中に存在す
る微生物を栄養源の入った寒天平板培地などに捕
集し，培養を行った後，寒天平板上に出現したコ
ロニー（菌集落）を計数し，測定した空間に浮遊
していたカビの量を算出する方法である。落下菌
測定は，同じく栄養源の入った寒天平板培地を一
定時間，蓋を開けて静置して寒天培地の表面に落
下したカビを捕集し，培養を行った後，出現した
コロニーを計測する方法である。付着菌測定は，
滅菌綿棒などで測定したい場所をふき取り，カビ
を採取して寒天培地に塗布して培養し，出現した
コロニーの数から測定箇所に存在していたカビの
量を算出する方法である。

近年では，付着菌測定の別法としてATP測定
法も用いられるようになってきている（図4）。
この方法は，生命活動が行われている所に存在
するATP（アデノシン三リン酸）を検出すること
でカビの有無や生物由来の汚染度を調査すること
が出来る方法である。一定面積から採取すること
で，半定量的な測定も可能であり，微生物培養に

必要な特別な培地・器具類や知識が不要であり，
現場で迅速に結果を得られるという利点がある。

上記の調査で得られた結果は，日変動，季節
変動，年変動などの変化が多分に含まれるため，
一度の測定結果のみで判断するのではなく定期
的・長期的に記録を取り，過去のデータと比較し
ながら施設の現状を評価する必要がある。参考に
する数値としては，文部科学省のウェブサイト内
に「カビの発生予防と早期発見のために（http://
www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
sonota/001/toushin/07051008 .htm）」が掲載さ
れており，そこに施設環境管理指針（試案）があ
る（図5）。指針では，場所の区分を清潔区域（収
蔵庫や収蔵庫前室），準清潔区域（展示ケース内
や一時保管庫），汚染区域（展示準備室や搬出入
口等）に分けて，それぞれの空間で目指すべき微
生物量が提案されている。これらの数値と比較し
て，施設内の管理区分ごとの保存環境を評価する
ことが出来る。

図4　ATP測定法による付着菌調査

文化財IPMとカビの制御
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6．計画と防除対策①
施設環境管理指針から著しく微生物量が超過

していたり，過去の測定値と比較して急激に微生
物量が増えていたりする状況が認められたら，そ
れを看過することなく防除対策を講じていくこと
が重要である。防除対策は，物理的対策，生物的
対策，化学的対策の3段階に分けて講じることを
推奨している。対処を細分化する理由は，施設ご
とに微生物汚染の原因が異なり，その対処を検討
するうえでどのような対策が最も効果的かという
評価を容易にするためである。物理的防除対策と
しては，微生物の除去（除塵清掃），微生物の汚
染経路の遮断，ゾーニング，空気清浄機の使用，
換気量の調節などが挙げられる。生物的防除対策
としては，栄養源となるものの除去（除塵清掃），
水分管理（湿度管理）などがある。そして，化学
的防除対策は薬剤による殺菌処理，防菌防黴処理
が挙げられる。ここでは特に生物的防除対策につ
いて詳しく解説をしたい。

文化財の微生物被害に関する相談を受ける中

に，無機物が主体の構成材料にカビ被害が見つ
かったという事例がある。例えば，ガラス，金属，
石材を構成材料とする文化財の表面にカビが大量
に発生した，というような事例である。これらの
主成分は無機物であり，カビが利用できる有機物
を多量に含んでいないため，多くの場合は表面に
堆積した塵や埃などが栄養源となってカビが発育
しているのである。これらは，日常管理において
除塵清掃がカビ発生の抑制に有効であることを示
す例である。また，目には見えないが人の手や唾
液などから供給される有機物や微生物も多い。業
務の中で文化財に接する際には，手をよく洗うこ
とや文化財の前にして会話をするときなどは簡易
マスクを着用するなど小さな注意の積み重ねも大
切である。

次に湿度管理について触れる。カビなどの微生
物は発育するとき，文化財の構成材料に含まれる
自由水を必要とする。その自由水の割合を表す指
標に水分活性があり，水分活性が0.6以下になる
と，カビを含めたあらゆる微生物が生育できなく

図5　施設環境管理指針
文部科学省HP：「カビの発生予防と早期発見のために」より引用

文化財の虫菌害78号（2019年12月）
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なる。水分活性は文化財が存在する空間の相対湿
度（%RH）と密接な関係があり，水分活性=相
対湿度／100の関係式が成り立つ。従って，文化
財の構成材料の水分活性を0.6以下で維持するに
は，保存環境の相対湿度を60%以下に維持すれ
ば良いことになる（図6）。文化庁が監修した文
化財（美術工芸品）保存施設，保存活用施設の設
置・管理ハンドブックでは，過乾燥による文化財
の構成材料の劣化と微生物制御を勘案して，年間
を通じて相対湿度50～60%程度の収蔵環境で保

存することを推奨している。
相対湿度が60%を超えるとカビが発育できる

ようになるが，相対湿度が低いほどカビの発育が
遅くなるという研究報告がある。それによると，
干し草を相対湿度65%の環境に置いて，カビが
出現するまでの日数を調査したところ，約1,000
日（約2年8か月）を要した。一方で，同じ干し草
を相対湿度70%の環境に置くと約150日でカビ
が出現し，相対湿度75%の環境に置くと約30日
でカビが出現した。相対湿度が5%という僅差で

もカビ被害が顕在化するのに
大きな時間の差があることは
カビの発生原因を究明すると
きに役立つと考えられる。そ
して，空調設備が十分ではな
い保存環境においても，年間
を通して最も湿度が高くなる
時期だけでも除湿器等の運用
で湿度を低く保つことが出来
れば，カビ被害の進行はかな
り遅らせることが出来ること
を示唆している。

相対湿度が60%以下の空
間であれば，カビの被害が起
こらないことを先に述べた
が，例外があるため注意が
必要である。例えば，収蔵
庫内の相対湿度が60%で維
持されているとして，収蔵庫
の壁面が外空間によって冷や
された場合，壁面で結露が生
じることがある。この時に重
要なのは室温と壁面温度の差
で，相対湿度60%で25℃の
空間の場合，壁面の温度が
16 .7℃を下回ると結露が生
じることになる。この温度と
相対湿度と結露の関係は「湿
り空気線図」から読み取るこ
とが出来る（図7）。収蔵庫
内の相対湿度を60%に保っ
ていたとしても，温度の差に図7　湿り空気線図

図6　カビの生育と水分活性

文化財IPMとカビの制御
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よって結露が生じる場合があるため，壁面の断熱
性能を向上させる，収蔵庫内外の温度差を小さく
する，空調の吹き出し近傍に金属製の棚を置かな
いなど，結露の対策もカビ被害抑制に重要であ
る。

7．文化財の水損被害への対応
カビの被害と水分の問題に関連して，近年特

に頻度が高くなってきた文化財の水損被害とその
対応について解説する。文化財が水損被害にあう
ケースは，東日本大震災の津波被害によるものや
豪雨によって河川の氾濫によるものなど，災害に
よって直接水損するものから，地震によって施設
内の水管が破損したり消火用スプリンクラーが誤
作動したりして起こる水損もある。また，火災が
起こった際の消火活動で水損する事例もある。

文化財が水損してからカビが発生するまでの
時間は，約2日（48時間）と言われている。非常
に短い時間であるため，被害が起こってから対応
を検討するのでは時間的な余裕がないため，平時
に水損被害にあうことを想定して初期対応のス
キームを整理しておくことが大切である。

水損被害にあった後，比較的急速にカビなど
の微生物が発生しやすい文化財は，紙を構成材料

とする文化財がある。紙についての初期対応の場
合について紹介すると，カビを含むほとんどの微
生物が活動できなくなる－10℃以下に保つため，
一旦冷凍をして被害を止める対処が適切である。
そのため，水損時に速やかに冷凍庫を確保できる
ように，小規模の場合を想定すると，施設内で使
用できる冷凍庫の確認，大規模の場合を想定する
と近くで大型の冷凍庫を保有する団体とあらかじ
め調整をしておくことが理想である。冷凍庫は，
虫害処理として低温殺虫処理にも使用することが
出来るため，施設内に備えがあると有用である。
冷凍の次の段階は，乾燥と一時保管となるが，そ
の道筋が立つまでは冷凍保管が可能であり，調整
が整ったものから順次解凍して処理を進める流れ
が理想である（図8）。

一方で，水損資料の量が多く，冷凍庫の収容
量を上回る際や，冷凍庫の確保がすぐに出来ない
ときには，時間の経過とともに著しく劣化してい
く。この際に，少しでも良い状態で救済するに
は，風乾法やスクウェルチドライイング法などで
可能な限り速やかに乾燥させるのが良い。水分が
早く抜ければ抜けるほど，カビ被害が少ない状態
で救済することが出来る。平時の際に，水損時を
想定して風乾する場合の場所の確認，スクウェル

図8　水損紙資料の微生物被害対策

文化財の虫菌害78号（2019年12月）
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チドライイング法の実習など備えをしておくこと
は文化財の水損被害からの救済において有用であ
る。なお，水損資料を濡れた状態でガス燻蒸する
と適切な殺菌ができないだけでなく，資料に副産
物が生じることがあるため，乾燥後に行う必要が
ある。

8．カビ処理を行う際の注意点
災害時だけではなく日常管理においても，文

化財にカビ発生を見つけた際には放置をすること
なく速やかな対処が求められる。カビの発生した
文化財を扱うときに特に注意をしていただきたい
ことは，作業者の安全を確保することである。カ
ビの中には，人に対して病原性を示すものも存在
する。代表的なものにAspergillus fumigatusや
Cryptococcus neoformansなどがある。その他に
カビが作るマイコトキシンと呼ばれるカビ毒にも
注意が必要である。また，大量のカビの胞子はア
レルギー反応を引き起こす場合もある。これらの
ことを防ぐために，カビが発生してしまった文
化財を扱う方は，作業時の装備としてマスク（規
格：N95，DS2，FFP2S以上），保護メガネ，
使い捨て帽子，ゴム手袋，作業服を着用し，作業
に使用した着用品は，捨てられるものは廃棄し，
そうでないものは漂白剤などで殺菌後に洗濯する
などの管理をする必要がある。作業空間の設備と
しては，ドラフトチャンバーやクリーンボックス
を用いて，カビ胞子の拡散を防ぐようにし，カビ
汚れ等はHEPAフィルター付きの集塵機や吸引
装置などを使用し，作業空間の換気を定期的に行
うなどの対策が必要である。

2004年10月に起きた新潟県中越地震で，川口
町にある被災したキノコ工場でボランティア活動
を行っていた方が，工場内で大量のカビの胞子を
吸ってしまい3日後に亡くなってしまったという
悲惨な事故があった。食品などとは異なり，文化
財にカビが発生したとき廃棄するという選択肢は
無いため，カビの健康被害が起こらないように十
分に対策をしたうえで処置にあたる必要がある。

東日本大震災で津波被災した紙でできた文化財に
は，人への健康被害が疑われるStachybotrys属のカ
ビが共通して見つかった（図9）。Stachybotrys属

はセルロース分解菌であるため，セルロースが構
成材料となっている文化財が水損した場合などに
高頻度で検出されてたと考えられる。カビが生え
てしまった文化財を扱う際には，Stachybotrys属
に限らず，上述の注意事項をしっかりと確認した
うえで作業を行う必要がある。　

9．計画と防除対策②
水損被害とその対応から話を戻すと，ここま

で解説した生物的防除対策は，予防的な保存環境
の改善につながる対策である。従って，収蔵庫な
どのカビ発生が大規模になってしまった場合など
は，ガス燻蒸といった化学的防除対策を選択し，
一度被害をリセットすることも有効な選択の一つ
となる。しかし，ガス燻蒸をはじめとする化学的
防除対策はカビ発生の根本的な解決策にはならな
い。なぜなら，収蔵庫内にカビが大発生したため
ガス燻蒸処理を行ったとしても，ガス燻蒸には残
効性は無いため，ガスが抜ければ収蔵庫内にカビ
が再発してしまう可能性がある。カビが発生した
収蔵庫内の温湿度管理を見直し，環境改善を行わ
なければガス燻蒸処理は一過性の効果となってし
まう。これと同様に文化財にカビ被害が見つか
り，ガス燻蒸を行って，修復を施したとしても，
カビが発生したときと同じ保存環境に戻せば再発
する可能性がある。従って，化学的防除対策を行
う際には，カビ発生の原因を究明して，適切な物
理的防除対策や生物的防除対策を講じたうえで復
帰させることが望ましい。

図9　津波被災文化財のカビ被害

文化財IPMとカビの制御



24

ガス燻蒸に用いる薬剤は，文化財への悪影響
を防ぐために，（公財）文化財虫菌害研究所の認
定薬剤を選択する。現在，カビなどの殺菌目的で
使用が可能な薬剤は酸化プロピレンを有効成分と
する「アルプ」と酸化エチレンを有効成分とする

「エキヒュームS」の2つがある。認定薬剤以外の
薬剤で殺虫処理を行ってしまったために絵画の顔
料を変色させてしまった毀損事故もあるため，特
に注意が必要である。

10．おわりに
文化財IPMの実践は，保存担当者の日常的な

作業負担が定期的なガス燻蒸と比べて大きいた

め，すべてを実践することは困難である。まずは，
調査によって現状を把握し，少しずつでも環境を
改善することで，それを継続すれば長期的にはよ
り良い保存環境の構築に繋がっていくと考えてい
る。こうした保存環境の維持・改善は保存担当者
だけの業務ではなく，公開保存施設で働く全職員
が意識をもって取り組んでもらえるような状況が
生まれることが理想である。東京文化財研究所で
作成した啓発普及ポスターには公開保存施設で働
く職員に向けた内容のものもあるため，ウェブサ
イ ト（https://www.tobunken.go.jp/~ccr/index.
html）からダウンロードをしていただき，ご活
用いただければ幸いである。

文化財の虫菌害78号（2019年12月）


